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四半期定期レポート

ハイライト
新型コロナウイルスからの急速な経済活動の再開により、世界的に需要が急

激に回復した反面、ウクライナ情勢によってエネルギーや資源の流通がひっ迫し、
資源価格を初め、流通コストや人件費の高騰が、広範な建設物価上昇を引
き起こしている。

マクロ経済動向
2020年後半より。主要先進国では記録的

な物価上昇が続いている。(Fig.1)
米国では1980年代以来、EU圏では統計開
始以来の高水準で物価上昇が進んでおり、日
本でも消費税の増税時以外では、約30年振
りに2%台の高水準となっている。
主要先進国では、新型コロナウイルス感染症

対策として実施した財政出動や大規模金融緩
和により、急速に経済活動が再開したことで需
要が急激に回復した。その反面、新型コロナウ
イルス感染拡大による物流の混乱や生産活動
の停止が供給に制約を引き起こし、さらにロシア
によるウクライナ侵攻によって、エネルギーや資源
の流通がひっ迫し、食糧の供給不足も相まって、

資源価格を初め、流通コストや人件費の高騰が
広範な物価上昇を引き起こしている。
他方、急激な物価上昇の抑制に向けて、欧

米の中央銀行が相次いで金融引き締めに舵を
切っていく中、日銀は大規模な金融緩和を維持
し、長期金利の上昇を抑え込む姿勢を鮮明にし
ており、金融政策の方向性の違いから日本と欧
米の金利差が拡大する構図に変化はなく、当面
は円安が続くという見方が強い。また、新型コロナ
ウイルスとウクライナ情勢の動向の先行き不透明
感が強いなかでは、企業の設備投資への意欲は
薄れ、輸入コストの上昇により、国内需要の低
迷が続くことが懸念される。(Fig.2)(Fig.3)
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Fig.1 主要先進国の物価上昇率推移

（出典：Nasdaq Data Link）

Fig.2 主要先進国の政策金利推移

（出典：世界銀行 Data Bank）

Fig.3 ドル円為替レート推移

（出典：Alpha Vantage）
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建設投資額と建設業就業者数の推移
2022 年度の建設投資額は、前年度比

3.1％増の 62 兆 7,600 億円、2023 年度
の建設投資額は、前年度比 2.3％増の 64 
兆 1,800 億円と予測されている。この内、
2022 年度の政府建設投資額は、前年度比
1.5％増、202３ 年度の政府建設投資額は、
前年度比△1.０％、2022 年度の民間住宅
投資額は、前年度比 2.2％増、2023 年度
の民間住宅投資額は、前年度比3.8％増、
2022年度の民間非住宅建設投資額は、

前年度比6.7％増、2023年度の民間非住宅
建設投資額は、前年度比4.8％増と予測され、
コロナ禍による影響からの建設投資の回復は、
建物用途によってばらつきがある。
一方、2022年上半期の建設就業者数は、

462万人～500万人で推移している。労務費
の推移は、建設投資額と建設業就業者数との
需給バランスによって変動するため、今後、コロナ
禍の長期化や高齢化問題等により建設就業者
数が減少する場合は、労務費の上昇につながる
可能性がある。

資材等の価格高騰に関する近況
直近１年間の躯体、建材及び設備の価格

改定幅は(Fig.5)のとおりである。躯体では、鉄
筋・鉄骨などの鋼材価格は、現在も12万円/ト
ンの高値で推移している。セメントの価格は、石
炭相場の高騰が続く中、太平洋セメントが
2022年10月出荷分から「サーチャージ制」を
導入し、購入者が「サーチャージ方式」または
「定額価格改定方式（＋3,000 円/トン）」
のいずれかを選択する価格設定となる。
建材及び設備では、年間２回の価格改定が

本誌掲載項目の約３割に上る。こうした価格
高騰に伴い、８月24日付日刊建設工業新聞
掲載の全建総連が全国の工務店に実施した
調査結果（７月時点）によると、「大きな影

響が出ている」と答えた回答者は７割弱であり、
中小工務店経営に及ぼす影響が高まっている。
ただし、建設資材の実勢取引価格は、各メー

カーが発表している価格改定幅を必ずしも反映
していない。その理由は、材料や商品の流通が
重層構造になっているためで、メーカーが発表す
る定価（メーカー希望価格または上代価格）に
対して、商社・代理店・卸売店等を経由して、
小売店・下請業者から元請業者に至るまでの段
階的な値引価格（仕切値）を経て、最終購
入者である工事発注者の取引価格に至るため
である。さらに、最終的な取引価格は、材料と工
賃を合わせた材工単価で表示されることが多いこ
とから、その内の実際の材料価格を把握するため
には、専門的な知見と価格分析が必要になる。
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Fig.4 建設投資額と建設業就業者数の推移

（出典：国土交通省、総務省）
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コンクリート型枠用合板（無塗装品ラワン

12×900×1800mm）

日本合板工業組

合連合会

鉄筋（異形棒鋼　直送

SD295,19mm、東京高値)
市場価格

鉄骨 (H形鋼、5.5×8×200×100、東

京高値)
市場価格

セメント・セメント系固化材 太平洋セメント

レディーミクストコンクリート（18-18-25

（20））

建設物価

調査会

下記以外

樹脂開口枠（ＵＢ枠各種、ＵＢ枠用

補修スプレー、マルチユース開口枠カ

バー、リフォーム用下枠、ＵＢ枠用蹴込

板）、防水部材（ウェザータイト各種、水

切りシート）、フェノバボード各種

樹脂製品、金属・アルミ・木材製品、その

他製品

鋼板商品全品種

ヨドルーフ、ヨド角波サイディング、ヨドスパ

ン、ヨドプリント

パネル商品と金属サイディング

金属外壁「Dan　サイディング」（旭トステ

ム外装）

窯業外壁「AT-WALL（鋼板部材）」

（旭トステム外装）

石付き鋼板屋根「T・ルーフ」

エクステリア商品全般（一部商品除く）

防水材料 田島ルーフィング

フィルム製品

２次加工製品

エクステリア商品全般（一部商品除く）

ビル商品全般

金属外装材

ビル用商品

エクステリア商品

外壁・軒天材専用副資材の一部 神島化学工業

合成樹脂原反製品

合成樹脂2次加工製品

フロートガラス

鏡

網入りガラス

型板ガラス

建築用加工ガラス製品

外装工事

躯体工事

淀川製鋼所

2022 2023

価格改定時期・改定幅

工事種別 製品名 メーカー名等 2021

フクビ化学工業

住化積水

フィルム

LIXIL

三協立山

YKKAP

大倉工業

AGC

10月1日出荷分より改定額＋3,000 円/トン

10月1日受注分より約10%

10月1日出荷分より1トン当たり2万円

10月1日出荷分より1トン当たり2万円

10月1日出荷分より約10～15%

7月21日受注分より約10~30%

7月1日出荷分より1トン当たり2万円

7月1日出荷分より1トン当たり2万円

7月1日出荷分より約10%

11月1日出荷分より約15% 10月3日出荷分より約15~27%

11月1日出荷分より約15%

11月1日出荷分より約10%

12月21日出荷分より約10~20%

１月出荷分より30円/㎏以上

１月出荷分より10％以上

10月3日出荷分より約5~15%

２月1日受注分より約10％

２月1日受注分より約10％

２月1日発注分より約15％

4月1日発注分より約8~10％

4月1日発注分より約8％

22年度版カタログ参照

3月21日出荷分より2.0銭/CC以上

3月21日出荷分より５％以上

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より30％

10月１日納品分より10~20％

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より30％

10月１日納品分より40％

10月１日納品分より20％

10月１日納品分より30％

10月１日納品分より35％

10月１日納品分より25~30％

1,800円/枚

2,120円/枚

約16％増

約36％増

1,550円/枚

126,000円/t

124,000円/t

66,000円/t

75,000円/t

約90％増

約65％増

15,000円/m314,000円/m3

約7％増

10月1日出荷分より石炭価格サーチャージ制度適用

※いずれか購入者が選択

Fig.５ 建設資材の価格改定表 （2022年8月時点）
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フロートガラス板ガラス

型板ガラス

網入り型板ガラス

鏡

網入り磨き板ガラス

加工ガラス製品（建装商品含む）

フロートガラスと鏡

建築用機能ガラス

タイガーボード製品およびプラスター製品、

石こう関連商品
吉野石膏

住宅用商品

ビル用商品

グラスウール、副資材 旭ファイバーグラス

ケイ酸カルシウム板製品

ロックウール製品

床材（ビニル床シート、リノリウム、一部タ

イル）

副資材（衝撃緩和剤）

副資材（デザイン目地棒）

化粧板（メラミン化粧板及び木口化粧

材）

化粧ボード全般

塗り床材ジョリエースFRP防水(含浸樹

脂・トップコート・プライマー・ガラスマット) な

ど

木材保護塗料 大阪ガスケミカル

住宅商品全般（サッシ、ドア商品など）

ビル商品全般

フローリング

床造作材

室内階段、階段回り部材

室内ドア、収納など

壁塗装材

床材

カーテン

イス生地

副資材

製品名 メーカー名等

価格改定時期・改定幅

2021 2022 2023

外装工事

内装工事

工事種別

三協立山

セントラル硝子

永大産業

サンゲツ

日本板硝子

ニチアス

田島ルーフィング

アイカ工業

YKKAP

11月1日出荷分より30%

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より35~40％

10月１日納品分より35~40％

10月１日納品分より30％

10月１日納品分より25~30％

10月１日納品分より35~40％

10月１日納品分より35~40％

10月１日納品分より35~40％

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より30％

10月１日納品分より25~30％

10月１日納品分より15~35％

10月１日納品分より15~20％

10月１日納品分より15~35％

10月１日納品分より15~20％

1月1日出荷分より10~12%

２月1日出荷分より20% 10月1日出荷分より25%

２月1日出荷分より20%

２月1日出荷分より20%

２月21日出荷分より5%前後

２月21日出荷分より３～９％

２月21日出荷分より9～18％

３月1日出荷分より13％

３月1日出荷分より10~15％

３月1日出荷分より５～15％

３月1日出荷分より４％及び８％

３月1日出荷分より４％～12％

４月1日出荷分より約５％または約10％

４月1日出荷分より約10％

４月1日出荷分より約10％

４月1日出荷分より約５％または約10％

４月1日受注分より18％～24％

４月1日受注分より18％～24％

４月1日受注分より18％～24％

４月1日受注分より18％～24％

４月1日受注分より18％～24％

10月1日受注分より7％～12％

10月1日受注分より7％～12％

10月1日受注分より7％～12％

2月1日出荷分より10％程度

４月1日出荷分より8~10%

（2022年8月時点）Fig.５ 建設資材の価格改定表
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住宅用サッシ

ビル用サッシ

玄関ドア引戸

窓回り商品

インテリア床材

床造作材

銘木床

床材（玄関造作材を含む）

床暖房

壁材・腰壁

天井材・軒天井材

耐震ボード・下地材・通気部材

換気・火災警報器

建築音響製品

室内ドア

収納

玄関収納・げた箱

階段部材

手すり部材

造作部材

カウンタートップ

堀こたつ

塗料全般

シンナー類

ビニル床タイル・ビニル床シート

カーペット

壁装材

カーテン

巾木・接着剤などの副資材

接着剤

粘着テープ

製品名 メーカー名等

価格改定時期・改定幅

2021 2022 2023

内装工事

工事種別

住化積水

フィルム

LIXIL

大建工業

エスケー化研

東リ

４月1日受注分より10％～12％

４月1日受注分より8％～12％

４月1日受注分より8％～15％

４月1日受注分より+1000円/坪程度

10月3日受注分より10％

9月1日受注分より10％程度

9月1日受注分より20％程度

10月3日受注分より12~20％程度

9月1日受注分より10％程度

9月1日受注分より3％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より10~12％程度

4月21日出荷分より10％程度

4月21日出荷分より10％程度

4月21日出荷分より8％程度

4月21日出荷分より8~15％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

4月21日出荷分より12％程度

５月2日出荷分より5~15％程度

５月2日出荷分より15~25％程度

５月2日受注分より15~20％程度

５月2日受注分より15~20％程度

５月2日受注分より15~20％程度

５月2日受注分より15~20％程度

５月2日受注分より15~20％程度

9月20日受注分より10~15％程度

9月20日受注分より10~15％程度

9月20日受注分より10~15％程度

9月20日受注分より10~15％程度

9月20日受注分より10~15％程度

６月８日出荷分より10％以上

4月11日出荷分より15~40％以上

（2022年8月時点）Fig.５ 建設資材の価格改定表
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住宅（シーリングライトなど）

店舗（ダウンライトなど）

施設（ベースライドなど）

防災（非常灯・誘導灯など）

屋外（防犯灯など）

調光（スポットライトなど）

直管蛍光灯

丸型蛍光灯

ツイン蛍光灯

配線器具

電路機器（ブレーカー、分電盤など）

配管機材（フレキ管など）

システム機器（信号機など）

システム機器（自火報など）

パワーツール商品

エネルギー商品（太陽電池モジュールな

ど）

換気口 シルファー

キッチン

トイレ

水栓金具

ユニットバスルーム

浴室（単体浴槽・洗濯機パンなど）

洗面化粧台

システムキッチン

システムバスルーム

関連機器類

アクセサリーパーツ類

アフターサービスパーツ類

取り付け・設置費

ユニットバス・システムバスルーム

ウォッシュレット（一体型便器・シートタイ

プ）

衛生陶器

水栓金具

洗面化粧台

システムキッチン

工事種別 製品名 メーカー名等

価格改定時期・改定幅

2021 2022 2023

クリナップ

TOTO

設備工事

住設工事

パナソニック

LIXIL

４月１日より約5％

４月１日より約10％

４月１日より約5％

４月１日より約5％

４月１日より約10％

４月１日より約10％

４月１日より約30％

４月１日より約30％

４月１日より約30％

10月１日より約10％

10月１日より約10~20％

10月１日より約10~50％

10月１日より約5~115％

10月１日より約5~60％

10月１日より約1~50％

10月１日より約15~30％

４月１日より約15~30％

４月１日より約２~33％

４月１日より約1~110％

４月１日より約4~39％

４月１日より約4~39％

４月１日より約2~7％

10月3日より約4~13％

10月3日より約1~12％

10月3日より約4~19％

10月3日より約5~24％

10月3日より約1~12％

7月4日納品分から6％程度

7月4日納品分から6％程度

7月4日納品分から6％程度

7月4日注文分から6％程度

7月4日注文分から6％程度

7月4日注文分から10％程度

10月1日受注分から6~20％程度

10月1日受注分から2~13％程度

10月1日受注分から3~8％程度

10月1日受注分から6~12％程度

10月1日受注分から4~8％程度

10月1日受注分から2~7％程度

7月１日受注分より約４~13％

（出典：各メーカーサイト、日経クロステック、アクア保有データより作成）

（2022年8月時点）Fig.５ 建設資材の価格改定表
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資材や原油の価格高騰による影響確認に係
るヒアリング調査
国土交通省は、「パートナーシップによる価値

創造のための転嫁円滑化施策パッケージ（令
和３年12月27日付）」を受け、請負代金や
工期などの契約締結の状況についてのモニタリ
ング調査と併せて、昨今の資材や原油の価格
高騰による影響や、これに対する受注者・発注
者の対応等について、各地方整備局等による
ヒアリングを2002年1月～3月に実施した。
その調査結果として、受発注者間では、
・ 価格高騰による影響：約90％が「影響が
出ている」状況であり、その中でも、約60％が
「影響が大きく出ている」と回答。
・ 物価等の変動に基づく、契約変更条項の有
無：約80％が「含まれている」状況だが、「公
共では含まれるが、民間では含まれていない場
合がある」(6%)といった、発注者の属性によっ
ても異なる状況もみられた。
・ 契約金額変更の申出状況：「今後行う予
定を含め、申出を行っている」割合は約80％。
一方、約20％において「申出を行う予定はな
い」と回答している。

・ 契約金額変更申出の発注者受入状況：約
60％が「受け入れてもらえている」状況である一
方、「受け入れてもらえない」(16%)、又は、「民
間では受け入れてもらえない場合がある」(9%)
とした回答は、合計で25%確認された。
・ 契約金額変更の申出に対する公共・民間の
対応の違い：約80％が、公共と民間との対応
の違いを感じている状況。
・ 契約金額変更の申出に対する民間発注者
の業態による対応の違い：約40％が「違いを感
じている」が、同じく約40％が「業態による違いは
わからない」と回答。
・ 受注に際し、価格高騰を考慮した積算状況
（影響を考慮した見積を発注者に提示している
か。発注者には資材や原油の価格高騰により外
注費が高くなっていることを説明しているか。）：
約90％が発注者に対して、価格高騰による影
響を考慮した積算を実施している。
・ 価格高騰を考慮した積算や説明の発注者
受入状況：65%が、価格高騰による影響を考
慮した積算や説明を受け入れてもらえている状
況。

資材等の価格高騰への政府の対応
政府の姿勢としては、2022年4月26日付

「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取
引価格を反映した適正な請負代金の設定や
適正な工期の確保について」（国土交通省
不動産・建設経済局長）を発出し、スライド条
項の適用や工期の変更に関する発注者・受注
者（元請）・下請企業間の適正な協議を促
している。（以下、[抜粋]参照）
また、2022年6月24日付にて、「資材価格の
急激な変動に伴う請負代金額の変更等につい
て」の通知を出している。
[抜粋]
建設業者団体の長宛：「労務費、原材料費、
エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正
な請負代金の設定や納期の実態を踏まえた適
正な工期の確保のため、請負契約の締結に当
たっては、建設工事標準請負契約約款に記載
の請負代金の変更に関する規定（いわゆるス
ライド条項等）及び工期の変更に関する規定
を適切に設定・運用するとともに、契約締結後
においても下請企業から協議の申出があった場
合には適切に協議に応じること等により、状況
に応じた必要な契約変更を実施するなど、適
切な対応を図るよう、会員企業に対して改めて
周知方お願いいたします。」

[抜粋]
主要民間団体の長宛：「労務費、原材料費、
エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正
な請負代金の設定や納期の実態を踏まえた適
正な工期の確保のため、請負契約の締結に当
たっては、民間建設工事標準請負契約約款
（甲）第 31 条（請負代金額の変更）及び
第 30 条（工事又は工期の変更等）（電
力・ガス、鉄道等の民間企業の工事の請負契
約においては公共工事標準請負契約約款第
26 条（賃金又は物価の変動に基づく請負代
金額の変更）及び第 22 条（受注者の請求
による工期の延長））を適切に設定・運用する
とともに、契約締結後においても受注者から協議
の申出があった場合には適切に協議に応じること
等により、状況に応じた必要な契約変更を実施
するなど、適切な対応を図るよう、会員企業に対
して改めて周知方お願いいたします。また、既に
締結された契約についても、現下の原材料費等
の高騰・品薄の状況を踏まえ、同様に適切な対
応に努めていただくよう、周知方お願いいたします。
建設工事の受注者は、発注者が自身の事業を
推進する上での重要なパートナーであり、また、
受発注者間の価格の転嫁が元請下請間・資材
業者等への転嫁に当たっても重要となることから、
適切な対応を重ねてお願いいたします。」

（出典：国土交通省）
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資材等の価格高騰への建設業界の対応
2022年6月3日～6日に実施した帝国デー

タバンクによるアンケート調査では、建設業にお
ける資材高騰の価格転嫁率は、41.3%であり、
全業界平均の44.3%を下回っている。一方、
業種別での「建材・家具、窯業・土石製品卸
売」（建材卸売り）の転嫁率は64.5％で、価
格転嫁率が最も高く、建材卸売りではメーカー
価格引き上げに伴い、卸売価格への転嫁が進
んでいることが分かる。
また、日本建設業連合会（日建連）は、

2022年7月版として「建設工事を発注する民
間事業者・施主の皆様に対するお願い」に関す
るリーフレットを更新し、民間事業者・施主に対
して、適正な価格・適正な工期での建設工事

の実施に付き、下記の３項に関して、理解と協
力を求めた。(Fig.7)

1. 直近の資材価格や調達状況を反映した価
格・工期での契約締結
(1) 直近の資材価格や調達状況を反映した見
積の提出
(2) 見積提出後、契約前の間に資材高騰等が
生じた場合、契約額や工期への適切な反映等
のお願い
2. 民間建設工事標準請負契約約款等を活
用した契約締結
3. 既に締結された契約における資材高騰に伴
う個別協議
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（引用文書）
2022年4月26日付「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保につい
て」（国土交通省 不動産・建設経済局長）
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001482511.pdf
2022年6月24日付「資材価格の急激な変動に伴う請負代金額の変更等について」（国土交通省 不動産・建設経済局建設業課長）
https://www.zennichi.or.jp/wp-content/uploads/2022/06/a1d0b08ec87a568cdfe8cf948a975984.pdf
2022年7月版「建設工事を発注する民間事業者・施主の皆様に対するお願い」（日本建設業連合会）
https://www.nikkenren.com/sougou/notice/pdf/jfcc_pamphlet_220729.pdf

項目
全体スライド

（第１～４項）
単品スライド
（第５項）

インフレスライド
（第６項）

適用対象工事
工期が12ヶ月を超える工事
但し、残工期が2ヶ月以上ある工事
（比較的大規模な長期工事）

すべての工事
（運用通達発出日時点で継続中の工
事及び新規契約工事）

すべての工事
但し、残工期が2ヶ月以上ある工事
（運用通達発出日時点で継続中の工
事及び新規契約工事）

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に対
応する措置

特定の資材価格の急激な変動に対応
する措置

急激な価格水準の変動に対応する措
置

請負額変更の
方法

対象
請負契約締結の日から12ヶ月経過後
の残工事量に対する資材、労務単価
等

部分払いを行った出来高部分を除く特
定の資材（鋼材類、燃料油類等）

臨時で賃金水準の変更がなされた日以
降の残工事量に対する資材、労務単
価等

受注者
の負担

残工事費の1.5％

対象工事費の1.0％
（但し、全体スライド又はインフレスライ
ドと併用の場合、全体スライド又はイン
フレスライド適用期間における負担はな
し）

残工事費の1.0％
（30条「天災不可抗力条項」に準拠
し、建設業者の経営上最小限度必要
な利益まで損なわないよう定められた
「１％」を採用。単品スライドと同様の
考え）

再スライド
可能
（全体スライド又はインフレスライド適用
後、12ヶ月経過後に適用可能）

なし
（部分払いを行った出来高部分を除い
た工期内全ての特定資材が対象のため、
再スライドの必要がない）

可能
（臨時で賃金水準の変更がなされる都
度、適用可能）

価格変動が・・・
●通常合理的な範囲内である場合には、請負契約であることからリスクは受注者が負担
●通常合理的な範囲を超える場合には、受注者のみのリスク負担は不適切

（出典：国土交通省）

Fig.6 スライド条項比較（全体・単品・インフレ)

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001482511.pdf
https://www.zennichi.or.jp/wp-content/uploads/2022/06/a1d0b08ec87a568cdfe8cf948a975984.pdf
https://www.nikkenren.com/sougou/notice/pdf/jfcc_pamphlet_220729.pdf
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Fig.7 2022年7月版「建設工事を発注する民間事業者・施主の皆様に対するお願い」

（出典：日本建設業連合会）
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材料価格推移
コロナ禍からの回復による海外の建設需要の

急増に対して、ウクライナ情勢による資源・エネ
ルギー価格の高騰、燃料・輸送費などのコスト
増により、建設資材価格の高騰に拍車がかかっ
た。その影響を受け、国内の建設工事調達に

おいては、昨年来高騰していた鉄筋・鉄骨を初
めとする躯体関連価格は多少落ち着いてきたが、
最近の傾向としては、内外装仕上材や電気・設
備機器等、広範な資機材の価格の上昇が起き
ていることが特徴的である。(Fig.8)

労務費推移
労務費の推移は、建設投資額と建設業就

業者数との需給バランスと強い相関があるが、
2015年以降の労務費は、大きな変動はなく
推移してきた。(Fig.9) また、労務材工費の変
動幅は、職種によって傾向が異なり、型枠工や

鉄筋工は安定的に推移しているが、仕上関連の
労務材工費は上昇傾向にある。今後、元請-下
請間での価格転嫁が進むことや2024年度に時
間外労働の上限規制が建設業に適用されるこ
とは、労務費の上昇要因となり得る。
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Fig.9 主要労務材工費（東京都）推移

（出典：建築施工単価）

（出典：積算資料・鉄鋼新聞）

Fig.8 主要建設材料（東京都）価格推移
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建築工事費推移（共同住宅・事務所）
建築工事費は、リーマンショック後の急激な下

落の後、東日本大震災の震災復興需要により
2013年以降は上昇し、2015年後半にピーク
に達した。その後、一旦下がり傾向になったが、
2017年以降は東京オリンピック需要を受けて、
堅調に推移した。
2019年末の新型コロナウイルスの発生により、

多くの国がロックダウンによる経済停滞を招いた
が、日本国内の建設投資は宿泊用途等の一
部を除いては、大きな打撃を受けなかったため、
その後のコロナ禍からの回復による海外の建設
需要の急増や物流の混乱により、資材価格の
高騰に拍車がかかった。また、ウクライナ情勢や
原油高による資源・エネルギー価格の高騰、急
激な円安による輸入資機材の高騰などにより、
現在も上昇が続いている。

一方、前述の通り、政府が労務費、原材料費、
エネルギーコスト等の取引価格を反映した適な
請負代金の設定や納期の実態を踏まえた適正
な工期の確保を各方面に要請していることを受
けて、建設資材等の価格高騰を工事価格に転
嫁する動きは、今後も進んでいくことが予想され
る。
また、日銀の金融緩和政策の継続によって、

主要先進国の中で日本だけが例外的に低金利
を維持しており、急激な円安による割安感と合わ
せて、海外投資家の日本への投資意欲は拡大
していることもあり、短期では不動産投資は堅調
に推移することが予想されるため、建設工事価
格上昇を下支えしている。
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Fig.10 建築工事費（東京都）推移

（出典：アクア保有データ）

共同住宅モデル：都内ファミリータイプ分譲マンション（板状RC造・B1F/11F・施工面積16,500m2・164戸）
事務所モデル： 都内事務所テナントビル（ 正形S造・B1F/10F・施工面積6,300m2 ）

リーマンショック

東日本大震災

政権交代
民主党→自民党

東京オリンピック招致決定

新型コロナウイルス発生

東京オリンピック開催

ウクライナ侵攻開始
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標準モデルによる建物用途毎の時系列予測分析
共同住宅モデル、事務所モデルの建築工事

価格指数推移を基に、向こう1年間の時系列
予測分析を算出した。(Fig.11、Fig.12）
共同住宅、事務所共、本年4月以降の価格

上昇は予測値の上限を超えて推移しており、
異常値とも言える急上昇で、リーマンショック直
前に似た動向を示している。

時系列予測分析方法
株式会社アクア保有の2006年1月から現時

点までの建築工事価格指数に対して、R言語に
よるProphetアルゴリズムを使った予測分析を行
い、時系列将来予測を算出した。

今後の建設工事価格の動向に関する考察
ロシアによるウクライナ侵攻開始から既に半年を経過したが、和平への見通しは立たず、長期化の様相

を呈している。そのため、世界的なインフレが急激に進んでいるが、各国の金融引き締め等の抑制策によ
り、インフレ状態はいずれ一定の水準まで沈静化することが期待される。一方、国内でのインフレ率は先
進主要国ほどではないが、今秋以降の値上げを発表しているメーカーも多く、今後更にインフレ状態が進
むことが推測される。したがって、現状では建設工事価格の安定化に寄与する要因が見付けにくいため、
当面は上昇傾向で推移することが予想される。

本資料は、株式会社アクア（以下「当社」といいます）が経済や市況、建設投資環境に関する情報提供のみを目的として作成してお
り、投資勧誘を目的とした資料ではありません。当社はここに記載された情報が十分信頼に足るものとして信じておりますが、その正確性・
完全性を保証するものではありません。本資料に掲載された予測や見通しは、発行時点のものであり、今後予告なしに変更されることがあ
ります。また、本資料を使用することにより生ずるいかなる種類の損失についても、当社は責任を負いませんので、投資の選択や投資時期
の決定等は必ず読者自身で御判断ください。なお、本資料の一部又は全部を問わず、当社の許可なく複製や再配布することを禁じます。
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Fig.11 共同住宅の時系列予測分析

（出典：アクア保有データ）

Fig.12 事務所の時系列予測分析

年月 2022年7月 2023年1月 2023年7月

実績値 154.56842

予測値 148.09078 148.42194 150.30250

予測値_上限 152.11944 152.26434 154.46301

予測値_下限 144.46921 144.46112 146.00571

年月 2022年7月 2023年1月 2023年7月

実績値 143.02459

予測値 137.46986 138.09157 139.89778

予測値_上限 139.71627 140.55389 142.92694

予測値_下限 135.03304 135.59776 137.09749
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